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Ａ．目的
　低出生体重児の発生要因を解明する目的で、全国の保
健所を中心として疫学調査の計画を予定している１）。こ
の疫学調査計画が実行可能であるかどうかを検証する目
的で、飯田地域で予備調査を行った。また得られた資料
の範囲で、低出生体重児のリスク要因の検討を行った。

Ｂ．方法
①調査対象
　平成２１年９月～１０月の２か月間に飯田保健所管内で出
生した新生児全員とした。
②調査方法
　２５００g未満の新生児の母親は、全員面接調査を行った。
２５００g以上の新生児の母親については、１/５を無作為
選択し面接調査、残りの４/５を郵送調査とした。
　調査にかかわる対象者からの同意については、市町村
保健師が「こんにちは赤ちゃん事業」の機会に調査趣旨
を説明し、同意の有無を確認した。
　面接調査対象者（以下、「面接群」と略）については、
後日調査員が訪問し面接を行った。郵送調査対象者（以
下、「郵送群」と略）には、同意を得られた対象者に調
査票と返信用封筒を渡し、各自記入し、保健所宛に郵送
を依頼した。
③調査期間
　平成２１年１１月～平成２２年２月
④調査項目
　今回用いた調査項目は、両親の社会・経済状況、母体
状況、新生児状況等の項目である。
⑤検討方法
　同意の割合については、面接群である２５００g未満の新
生児の母親、面接群の２５００g以上の新生児の母親と郵送
群の２５００g以上の新生児の母親との三群について比較し
た。また、調査項目の回答率については、面接群と郵送
群の二群について比較を行った。

Ｃ．結果
　表１に調査対象者数、同意・回答者数および割合を示
した。対象者２２３人のうち１８７人から同意が得られた（同
意率８３．９%）。また、対象者のうち１２３人からアンケート
を回収することができた（回収率５５．２%）。出生体重
２５００g未満の新生児の母親の同意率は８０%であった。
２５００g以上の新生児の面接群の同意率は７７．１%であった。
２５００g以上の新生児の郵送群の同意率は８６．５%であった。

　表２に面接群および郵送群による項目別の未回答の状
況を示した。表２に示さなかった項目については、２群
で項目別の未回答率に差がなかった。
　今回の調査票の項目では、郵送群で年収に対する未回
答の割合が高いという結果であった。
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表１　調査対象者の同意の状況・割合

〔単位：人、（　）内：%〕

２５００g以上２５００g未満項目

８（１０．５）－住所・氏名

２２（２８．９）９（１９．１）年収

１９（２５）１１（２３．４）妊婦自身の記入（最終月経）

１３（１７．１）１４（２９．８）医師の記入（初診日）

表２　面接群及び郵送群別にみた未回答項目一覧
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　図１に、妊娠時期別（妊娠前、妊娠初期、妊娠後期）
の出生体重別の喫煙率を示した。低出生体重児を出産し
た母親は、２５００g以上の新生児を出産した母親に比べ喫
煙率は高かった。
　図２は、非喫煙母親の低出生体重児出産のリスクを１
とした場合、妊娠時期別の喫煙する母親の低出生体重児
出産のリスクをオッズ比で示した。妊娠時期別には、妊
娠前（出産の約１年前）の喫煙者は２．７８（９５%C.I.：０．９０
　８．５８）、妊娠初期（妊娠３か月までの間）までの喫煙者
では５．６１（９５%C.I.：１．３８　２２．７４）、妊娠後期（出産前３
か月）までの喫煙者は１２．１２（９５%C.I.：１．８５　７９．３８）で
あった。
　図３に、喫煙本数別に妊娠時期別の禁煙率を示した。
喫煙本数別に禁煙率を比較すると、喫煙本数による全体
の禁煙状況に差はみられなかった。またグラフには示さ
なかったが、妊娠状況別の禁煙率は妊娠初期で６０%、妊
娠後期では５０%、全体では８０%の者が妊娠を機に禁煙し
た結果であった。

Ｄ．考察・まとめ
①調査の実施可能性についての検討

　飯田地域の予備調査の結果、対象者全体の同意率は
８０%という結果になった。これは、「こんにちは赤ちゃ
ん事業」による訪問での協力依頼と、調査対象者の調査
に対する関心が高かったことが同意率に影響しているこ
とがうかがえた。
　また、今回用いた調査方法によって、収入などの項目
で回答率に差があった。これは、疫学調査に当たっては
調査項目によって無回答率が高くなることを予測して、
実際の研究にあたることが必要であると考えた。
②飯田地域での低出生体重児発生要因についての検討
　今回の結果は、予備調査の結果の、いわば目的外使用
での結果である。したがって、十分な低出生体重児症例
が揃わない段階での検討である。しかし、この不十分な
症例数でも喫煙との関連が示されたことは、喫煙が低出
生体重児の要因としての意味が大きいことを示している
のかもしれない。妊婦の喫煙と低出生体重児の出生との
関係は多くの研究が報告されているが、今回も同様の結
果であった。
　今回の結果では、喫煙期間が出産に近づくほど、リス
クが高いという結果であった。また、禁煙状況をみると、
妊娠を機に、禁煙する者は８０%近くいることがわかっ
た。
　以上のことから、喫煙している妊婦に対する禁煙介入
（禁煙支援）は、妊娠の時期に関わらず、また喫煙本数
に関わらず重要であることが示唆された。
　あらためて、喫煙している妊婦に対しては、喫煙本数
に関わらず、妊娠時期に関係なく継続した禁煙支援をす
ることが大切であることが再認識できた。
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